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研究成果の概要（和文）：　電気自動車の充電に関し，バッテリー容量の効率的利用に急速充電設備整備と周知が重要
である事を示した．また，残充電量と次回利用予定が充電行動に影響を及ぼす事，事業用に比べ自家用車両の運転者は
長い迂回距離を許容する事を示した．さらに，電気自動車共同利用システムを対象とした分析結果より，システム入会
による交通行動変化，電気自動車に対する意識向上を確認した．
　超小型車の最高速度が時速40㎞以上の時，都市内利用で効率性や安全性に影響は少なく，環境性は向上する事が示さ
れた．また，名古屋都市圏の電気自動車普及率が6%の時，二酸化炭素排出量は4%減少し，電力需要の約5%のピークカッ
トが可能である事が示された．

研究成果の概要（英文）：The results suggest fast charger implementation and dissemination are important 
for efficient use of battery capacity in electric vehicles. It is also shown remaining electricity and 
next trip plan affect charging behavior, and private car drivers accept longer detour than company cars. 
Investigation on electric vehicle sharing system affirmed change in travel behavior and improve in 
attitude to electric vehicle after admission.
Microcars with maximum speed of 40 km/h don’t deteriorate efficiency and safety but improve 
environmental condition of urban car traffic. At penetration rate of 6% in Nagoya Metropolitan area, 
electric vehicles reduce CO2 emission from car traffic by 4 % and cut 5% of peak demand.

研究分野：交通計画

キーワード： 電気自動車　急速充電　自動車共同利用　超小型車　電力需要
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
交通による環境負荷を削減する試みとし

て様々な交通政策が実施されている．しかし
ながら，自動車に代表される個別移動手段か
ら鉄道などの公共交通機関への転換促進の
効果は十分ではない．一方，自動車の燃費向
上技術は年々発展しており，低燃費の自動車
が次々と市場に登場している．このような状
況のもと，交通による環境負荷の削減を促進
するためには，将来の個別移動手段を社会的
により望ましいものにすることが求められ
ている．その際，人々の現在および将来の交
通行動パターンを的確に把握し，それに基づ
いて個別移動手段（モビリティ）の将来像を
見定めることが重要である． 

交通行動パターンの把握のためには，ある
特定の 1 日の行動を観測したデータに基づく
分析では不十分であり，行動の規則性や変動
を考慮した分析が不可欠であるとの認識が
広まっている．それに伴い，パネル調査や継
続調査のような同一個人から複数回の情報
を得る調査手法の開発が進められている．特
に，自動車の利用パターンは日々一定とは限
らず，その利用パターンの変動が最適な移動
手段の選択に影響を及ぼすことが考えられ
る．研究代表者らは，これまで，パネル調査
の効率化や行動の規則性，影響要因と行動の
時間的関係等の分析を進めてきている．これ
らの分析では，調査データの質・量を確保す
ることが重要であり，それらの限界によって
分析が制限されるケースも見られる． 

近年，データの精度を向上させるための情
報通信機器の活用が進められており，長期に
渡る行動データの観測が可能となってきて
いる．研究代表者らは，これまで，携帯電話
端末や独自に作成した車載機器端末により，
交通行動データや車両挙動データの収集を
進めている．さらに，それらのデータを用い
た交通行動の分析や交通情報の加工・提供を
行っている．本研究では，これらの長期観測
データを有効活用し，人々のモビリティの利
用パターン・変動を詳細に把握するものであ
り，その上で，将来の望ましいモビリティ像
を明らかにするものである． 

さらに，望ましいモビリティ像の実現を促
進するためには，適切な施策の実施が不可欠
である．すなわち，次世代モビリティの購入
に対する補助金施策による次世代モビリテ
ィの購入促進の最適化，特に，電気自動車と
プラグインハイブリッドの車種間の補助金
差別化，および，異なるバッテリー容量に対
する補助金差別化や，急速充電設備の最適配
置による地域全体での環境負荷削減効果に
ついて定量的に分析することが必要である． 
 
２．研究の目的 
(1)次世代モビリティの最適なエネルギー源
とバッテリー容量の把握 
本研究では，電気自動車やプラグインハイ

ブリッド車，ハイブリッド車等の様々なエネ

ルギー源を持つ車両のうち，人々の車両利用
パターンから見て最適な車種はどのような
ものであり，どのようなバッテリー容量が経
済性および環境負荷等の効率性の観点から
望ましいのかを明らかにする．前述のように，
人々は日々異なった活動を行っており，自動
車の利用パターンも日によって変動がある．
さらに，居住地や世帯構成により，人々の行
動パターンは様々に異なる．そこで，人々の
自動車利用状況の長期観測データを分析し，
一日の自動車利用距離の分布や各トリップ
の起終点，トリップ間の間隔等を把握するこ
とで，外出中の充電の可能性や自宅での充電
に限定した場合の必要バッテリー容量等を
算出することが可能となる．各世帯での最適
なエネルギー源とバッテリー容量が算出出
来れば，それらを集計することにより，車種
別の市場規模の予測，および，社会的受容性
の高い車種，社会的効用を向上させるための
今後の開発方向，補助金施策の最適化等を検
討することが可能となる． 
 
(2)超小型次世代モビリティの利用可能性の
把握と効率的な共同利用システムの構築 

上記では，あくまで現在の自動車の利用パ
ターンに基づいて，次世代型車両に求められ
る性能を検討することになる．しかしながら，
より環境負荷の低いモビリティとして，超小
型車，セグウェイやウイングレット，コムス
等の超小型車両の開発も進められている．こ
れらの車両は現在の自動車を完全に代替す
るとは考えにくい一方，価格や使い勝手の問
題により，追加的な購入を促進することも困
難な状況である．そのため，共同利用という
形での普及促進が検討されている．本研究で
は，現在実施中の自動車共同利用システムを
対象として，GPS 測位等を活用した利用デー
タを取得し，そのデータを用いた分析により，
共同利用車両がどのようなトリップで利用
されるのか，また，共同利用車両利用時の速
度，経路，加減速，等の利用状況を把握する．
さらに，それらの結果に基づき，効率的な貸
し出し・返却場所の設置，必要なバッテリー
容量，効率的な充電タイミング，等々を明ら
かにし，今後の効率的な共同利用システム構
築のための知見を得る． 
 
(3)次世代モビリティと現況の車両が混在す
る環境下での交通状況のシミュレーション 

(1)や(2)で記述した次世代モビリティはサ
イズや最高速度，加減速性能，安全性等が
様々であり，現況の一般車両と異なっている
ため，普及段階においては様々な車両が道路
上で混在する状況が考えられる．このような
多種多様な車両が道路上で混在する場合，全
体としての交通容量や安全性に大きな影響
を及ぼす可能性がある．本研究では，ミクロ
シミュレーションモデルの構築により，これ
ら多様な車両が混在する場合の交通状況を
把握し，その結果を用いて，効率性および安



全性の向上のために必要となる交通施策の
検討を行う．さらに，急速充電施設の最適配
置を検討することにより，次世代モビリティ
の利用効率に及ぼす効果を把握する． 

 
３．研究の方法 
(1)次世代モビリティの最適なエネルギー源
とバッテリー容量の把握 
次世代型車両性能の最適化に関する分析

として，自動車利用状況の長期観測データを
用いて，最適な次世代モビリティを世帯毎に
算出する．ここで用いるデータは豊田市にお
いて収集されたガソリン車およびプラグイ
ンハイブリッド車の走行履歴，および，JARI
から入手した全国 500 台の電気自動車
（iMiEV）の走行履歴データである．ここで
は，既存研究に関する調査結果に基づき，バ
ッテリー容量の増大による走行可能距離の
延長と車両重量の増加による燃費の低下の
トレードオフ，トリップ実施間隔と充電可能
量，トリップ目的地と充電可能場所の関係，
等を考慮した分析を行う．また，最適性の基
準として，電気料金体系を考慮した利用者費
用，および，環境負荷を考慮した社会的費用
を取り上げ，各基準による最適化を行う． 
 
(2)超小型次世代モビリティの利用可能性の
把握と効率的な共同利用システムの構築 

本研究課題を推進するにあたって次世代
型個別移動手段の最新の技術動向を正確に
把握することが必要である．ここでは，特に
最適なバッテリー容量の算出に必要となる 2
次電池の性能，充電所要時間の算出に必要と
なる充電速度，等の要素技術の動向，および，
電気自動車やプラグインハイブリッド車，燃
料電池車等を含む自動車会社の開発方針等
に着目した調査を行う． 
その上で，現在実施中の自動車共同利用シ

ステムから得られる利用データを用いて利
用トリップ目的やトリップ距離，利用時間帯
等の利用パターンを分析する．ここでのデー
タ収集には，アンケート調査の他，携帯電話
端末を用い，GPS 測位と加速度データを収集
することで，より詳細な走行特性の把握が可
能となる． 

 
(3)次世代モビリティと現況の車両が混在す
る環境下での交通状況のシミュレーション 

ミクロシミュレーションモデルを用いて
様々なサイズ・走行性能の車両混在時の交通
状態に関する分析を単路部での分析からネ
ットワークレベルでの分析に拡張し，総交通
量および各車種の構成比の変化が交通状況
にどのような影響を及ぼすかを分析する．こ
こでは，低速車両の混在による平均速度の低
下，車両の小型化による交通容量の増加，追
い越しや加減速等による安全性の低下等に
着目した分析を行う．名古屋都市圏等の道路
ネットワーク上での交通状態の分析と，効率
性および安全性の向上のために必要となる

交通施策の検討を行う．車両による走行性能
の相違を考慮するため，マルチクラスの交通
量配分問題として多様なサイズ・走行性能の
車両が道路上に混在する場合の交通状態を
再現する．さらに，配分結果の考察に基づき，
車種毎に格差のある混雑料金制度や専用車
線等の設置により，ネットワーク全体として
の効率性や安全性を向上できる可能性につ
いて検討する． 
 
４．研究成果 
(1)次世代モビリティの最適なエネルギー源
とバッテリー容量の把握 
約 500 台の電気自動車を対象とした 1 年間

に及ぶ利用データを用いて，長距離トリップ
時におけるトリップ中の充電行動に関して
分析した．トリップ中の急速充電は車両のバ
ッテリー容量と密接な関係があり，バッテリ
ー容量の増大による航続可能距離の増加は，
電気自動車普及に必要となる急速充電設備
の配置密度とトレードオフの関係にある．フ
ロンティアモデルを用いた急速充電タイミ
ングの分析結果より，低速で走行している場
合には早めに充電を実施していることや，充
電可能場所の知識があるほど充電タイミン
グが遅く，実際に充電場所が周辺にたくさん
あるほど充電タイミングが遅くなることが
示された．充電タイミングを遅らせることは
バッテリーの効率的な利用を意味し，急速充
電設備の整備とその周知のいずれもが重要
であることを明らかにした． 

また，車両を保有する事業所や各家庭にお
いて実施される普通充電に着目した分析を
行った．普通充電は急速充電よりも頻繁に実
施され，各事業所や家庭での総電力需要に及
ぼす影響が大きい．分析の結果，残充電量と
次回利用予定が充電行動に大きな影響を及
ぼすことを確認した．また，電力料金体系に
関するデータが得られなかったものの，推定
結果からは，深夜充電の選択要因として非観
測要因の影響が大きいことが示されており，
深夜割引料金の影響が大きいことが示唆さ
れた． 
さらに，トリップ途中の急速充電を対象と

して，充電場所の選択行動を分析した．特に，
充電のためにどの程度の迂回が許容される
かという点に着目し，離散選択モデルを適用
した分析を行った．本分析では，迂回距離の
閾値を考慮したモデルと考慮しないモデル
を構築し，比較分析の結果，迂回距離を考慮
したモデルの有効性を確認した．さらに，感
度分析の結果，事業用車両では閾値が 500m
の時に最もモデルの精度が良く，個人用車両
では閾値が平日で 1750m，休日で 750m の時
に最もモデルの精度が良いことが示された．
これより個人用車両の運転者の方がより長
い迂回距離を許容していることが明らかと
なった．また，個人用車両は平日において無
料の充電場所を選択する傾向が強いことを
示された． 



 
(2)超小型次世代モビリティの利用可能性の
把握と効率的な共同利用システムの構築 
フランス・パリにて実施されている電気自

動車共同利用システムを対象として，2 か年
にわたる導入前後の利用者意識調査を実施
し，システム入会により公共交通の利用促進
など交通行動が変化することを明らかにし
た．また，電気自動車に対する意識の向上が
確認され，共同利用システムが次世代自動車
の普及を促進する効果を持つことを示した． 
また，名古屋市を中心に事業展開されてい

るカーシェアリングの利用実態の把握を目
的に，運営管理データを分析した．用いた運
営管理データは数か月の車両 GPS データや
予約データであり，利用車両軌跡の追跡によ
る利用目的の把握，クラスター分析による典
型的な利用パターンの把握，地域特性を考慮
した利用目的判別モデル（決定木）を構築し
た．分析結果から，名古屋のカーシェアリン
グは男女で利用パターンが異なること，利用
直前の予約が多いこと，私事目的での利用が
最も多いことを明らかにした． 
 
(3)次世代モビリティと現況の車両が混在す
る環境下での交通状況のシミュレーション 
超小型車が普通乗用車と混在する場合に

交通流に及ぼす影響について，個々の車両の
挙動を再現するミクロシミュレーションモ
デルを構築し，効率性，安全性，環境性の 3
つの観点からの分析を行った．超小型車の最
高速度についていくつかの仮定でシミュレ
ーションを行った結果，最高速度が時速 30
㎞以下の場合には効率性や安全性が大きく
損なわれるが，最高速度が時速 40 ㎞以上の
場合は効率性や安全性に大きな影響はなく，
環境性は向上することが示された． 

また，電気自動車の充放電による都市全体
の電力需給に関して，名古屋都市圏において
電気自動車による利用パターンを考慮した
将来需給予測を行った．2020 年の電気自動車
の普及率を 6%とした場合，都市圏レベルで
の二酸化炭素排出量は 4%の減少となること
が示された．さらに，電気自動車の充電を夜
間に自宅で行い，通勤に利用して勤務先の駐
車場に駐車している車両から昼間に電力系
統に電力を供給することによって，電力需要
の 5%程度のピークカットが可能であること
が示された． 
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